2010年3月17日
日本原水爆被害者団体協議会
声明
核密約破棄、非核三原則法制化、「核の傘」からの離脱、核兵器の廃絶を求める
　
外務省は3月9日、日米間の密約調査に関する「有識者委員会」の報告書を公表した。
報告書は、1960年の核持ち込みに関する「討議の記録」が存在することを認めた。アメリカの核搭載艦船が「事前協議なしの寄港を続けたと推測される」とも述べている。ところが、「核搭載艦船の寄港が事前協議の対象か否かにつき明確な合意がない」、「同盟の運営に障害が生じることを避けようとする暗黙の合意」があったとして、「核密約」を否定した。しかし、「討議の記録」を見れば、これはまさに「核密約」そのものであると言わざるを得ない。
1969年の沖縄返還時の「核再持ち込み」問題でも、報告書は「（佐藤氏は）議事録を自分限りのものと考え、長期的に政府を拘束するものとは考えなかったのではないか」と推定している。佐藤首相は、一国の首相として国民に「非核三原則」を約束した。同時に、密かに、ニクソン大統領と「核の再持ち込み」を約束したのである。これを「密約」と言わず、何を「密約」と言うのだろうか。
報告書は、さらに「これまでの日本政府の説明は、嘘を含む不正直なもの。民主主義の原則から本来あってはならない」と述べている。その通りである。
しかし、同日の記者会見で、岡田外相は「核の持ち込みがなかったと言い切ることはできない」と述べる一方で、「今後アメリカに何らかの働きかけをおこなうのか」という記者の質問に「何もするつもりがない」と答えた。「核兵器の持ち込み」を認め、アメリカの核戦略を支持、踏襲することを表明したのである。
私たち被爆者は、この報告書に憤りを禁じ得ない。
1945年8月6日と9日、被爆者は地獄のなかで「核兵器と人類は共存できない」ことを肌で知り、「ふたたび被爆者をつくるな」、「核戦争おこすな！　核兵器なくせ！」と訴えつづけてきた。被爆後、原爆被害は隠蔽され、被爆者は遺棄された。日本政府は原爆被害を「小さく、せまく、軽い」ものとしてきた。被爆者の要求「原爆被害に国家補償を」の道は閉ざされ、「核の傘」政策が維持されつづけてきたのである。
鳩山内閣は、非核三原則の堅持を言明している。しかし、非核三原則と「核密約」は絶対に共存できない。核兵器の「持ちこみ」に関する「密約」と「広義の密約」をすべてただちに破棄し、一切の核兵器関連施設を撤去させ、核兵器に係る機材や物資を今後は日本の領土、領海、領空に持ち込ませない措置を講ずべきである。「核のない世界」への気運が高まっている今こそ、唯一の被爆国の政府として日本政府は「核密約」を破棄し、非核三原則を法制化して、「核の傘」から離脱しなければならない。
私たち被爆者は、日本政府が核密約の破棄、非核三原則の法制化を実現し、「核の傘」から離脱する決意をもって、2010年ＮＰＴ再検討会議に臨み、核兵器廃絶の先頭に立つことを求める。
